「障害者権利条約第1回日本政府報告（日本語仮訳）」に対する意見
2016年2月10日　　障害者自立支援法違憲訴訟 広島原告　秋保喜美子
・該当箇所

第12条　法律の前にひとしく認められる権利

第19条　自立した生活及び地域生活への包容　

第20条　個人の移動を容易にすること　
・意見内容

障害者総合支援法第7条の介護保険優先原則によって、全国各地で生じている問題点を、政府報告に明記してください。とくに上記の権利条約の各条項について、「他の者との平等を基礎」に、以下の問題点ならびに不服申し立てや司法上の争いになっていることを加えてください。

第一に、65歳の誕生日を迎えると、機械的に介護保険が優先されてしまい、介護サービスの量に応じた1割の応益負担が課せられていることです。また、介護保険の居宅訪問サービスの時間数は、障害福祉に比べてきわめて少なく、さらに要介護認定によって厳しく制約されてしまいます。その結果、高齢の障害のある人たちは、支援の利用抑制と負担増が強いられています。これは、第19条の「自立した生活及び地域生活への包容」に抵触することを、政府報告に明記してください。

第二に、介護保険優先原則によって、障害のある人自らが必要とする支援を選べないことです。国は、介護保険と障害福祉サービスの併給を通知で認めていますが、少なくない自治体が併給を抑えるために、基準や要件を設けています。そのために、必要な支援を受けられない事態が生じています。これは、第12条の「法律の前にひとしく認められる権利」に抵触していることを、政府報告に明記してください。

第三に、65歳になると、それまで利用していた障害福祉の移動介護の支給が抑制されるだけでなく、市町村の移動支援の利用が制限されるなどの問題が生じていることです。これは、第20条の「個人の移動を容易にすること」への制限となっていることを、政府報告に明記してください。　

・理由
　2015年11月に厚生労働省は、障害福祉サービスの利用者が65歳になり介護保険サービスの利用に移行したことによって、利用者負担が約9倍に増えたという調査結果（中間報告）を発表しました。この調査は、全国889の市区町村から回答によって明らかになりました。

また同年5月に、日本障害者センターが発表した調査では、全国746の市区町村から回答があり、96％の自治体が、65歳になると介護保険を優先し、そのうち38％の自治体が障害福祉の併給を認めていませんでした。さらに介護保険と障害福祉の併給する際に、基準を設けている自治体が約28％ありました。その基準を設けた自治体で、もっとも多かった基準は、「要介護度5」の判定で、４分の1を占めていました。

こうした介護保険優先原則によって生じてしまう、利用者負担の増大、支援量の抑制、支援項目の削減などをめぐって、少なくない障害のある人たちは、不服申し立てを行ない、司法上の争いになっています。

地域で暮らしている、生まれながらの障害のある人たちの多くは、家族による支えによって暮らしている人がほとんどです。そのため障害のある人が高齢期を迎えると、親や家族もさらに高齢化し、地域での暮らしを続けていくことが困難になります。しかも、障害基礎年金の収入は、きわめて少なく貧困な生活を余儀なくされています。にもかかわらず、65歳になったから、介護保険への移行を強制され、利用料負担と支援の抑制を強いられることは、理解し難い現実なのに、政府報告には一言も触れられていないのは、なぜでしょうか。

また障害のある人たちは、障害のない人に比べて健康を保つことが困難であり、若い頃から身体を酷使してきた結果、40代から、二次的な障害による痛みや麻痺の悪化などが生じてしまう人たちもいます。そうした障害特有の困難さを、介護保険はまったく配慮していません。そうした意味からも、介護保険優先原則の問題は、障害のある人たちにとって、制度によってつくられる「大きな社会的障壁」になってしまうのです。

国は2010年、障害者自立支援法違憲訴訟団と交わした「基本合意」において、「応益負担（定率負担）の導入」は、「障害者の人間としての尊厳を深く傷つけた」と明記し、応益負担と自立支援法の廃止を約束しました。そして「新たな福祉制度の構築に当たっては、介護保険との統合を前提とせず」に「検討し、対応していく」と約束しました。しかし、その後の法改正と障害のある人たちの現実生活は、そうなっていません。

ぜひ、政府報告には、「基本合意」と現状との乖離を明記するとともに、介護保険優先原則によって生じている矛盾・問題点を明記してください。
